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1　問題の所在
　1970年代以降，組織理論の分野において「条件適応理論」（contingency　theory）
なる名称をもって登場した新しい研究動向が，しだいに一大研究潮流を形成し
てきたことは，すでに周知のとおりである。この研究動向は「比較組織研究」
（comparative　organizational　research）と呼ばれる実態調査研究を基礎として，組
織構造のあり方を，「不確実性」ないし「ルーチン性」をベースとして操作化
された（技術を含む）環境との関連でとらえ直そうとするものであったω。これ
までに提示されてきた多くの研究は，技術や環境の差異が組織デザインに大き
な影響を及ぼすことを経験的に確認しながら，（技術を含む）環境と組織構造と
の間の一定の「適合」関係を「発見」してきた。たとえば，バーンズ（T．Burns）
；ストーカー（G．M．　Stalker）流に言えぽ，技術革新の激しい，環境不確実性の
高い状況の下では分権的な「有機的システム」（organic　system）が，そして環
境不確実性の低い状況の下では集権的な「機械的システム」（mechanistic　system）
が，組織業績上「適合」的であることが主張された②。
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　しかし，そこでの論議の中心は組織構造全体と組織全体の課業環境との「適
合」関係に向けられ，とくに明示的に本稿の主題である作業組織と作業組織課
業環境の関係が問題とされてはこなかった。この意味では，これまでの「条件
適応理論」の展開過程では，作業集団が直面する課業環境が作業組織編成一
労働構造化一にいかなるインパクトを及ぼすのかという問題は解明されては
いない。さらにこの理論においても他の多くの組織理論と共通して，暗示的に
せよ組織の周辺から内部コアへと進むにつれて，不確実性の削減は一方的に増
大すると考えられている（3｝。確かにこのことはマクロ的視点からすれぽ肯定し
うるにせよ，作業集団の直面する課業環境とそこでなされる意思決定に分析レ
ベルを求めるならぽ，組織によるさまざまな不確実性削減努力にもかかわらず，
不確実性の残存する可能性が存在することが強調されねぽならない。こうして，
われわれは作業集団の直面する課業環境は組織のマクロ環境とは別個にそれ自
身に焦点を合わせて論議する必要がある。
　一方，ほぼ同じ頃「労働の人間化」（Humanisierung　der　Arbeit）ないし「労働
生活の質的改善」（Quality　of　W・rking　Life）の論議が世界の主要先進工業国を中
心に大いに注目を集めるところとなった。この議論の「中心的要因」として一
般に認知され，また大きな関心を呼んだものこそ「職務再設計」（Job　Redesign）
と呼ぼれる労働再構造化（Work　Restructuring）の動きであった。とくに，ノル
ウェーやスウェーデン，少し遅れてアメリカ，イギリス，西ドイツ等の西欧先
進工業諸国を中心に，「社会政策の焦点」（afocus　for　social　policy）として政府
の資金援助の下で労使一体となった作業組織変革実験が大規模に行われてきた
ことは，すでに周知のとおりであるω。
　今日，この「職務再設計」方式には，1）ジョッブ・ローテーショソGob
rotation），2）「職務拡大」（job　enlargement），3）「職務充実」（job　enrichment），そ
して4）「自律的作業集団」（autonomo嘘work　group）が知られている（5）。ウォー
ル（T．D．　Wall）によれば，このような「職務再設計」に理論的基礎を提供して
いるものとして，1）ハーッバーク（F．Hertzberg）の「職務動機づけの2要因論」
（Two・Factor　Theory　of　Job　Motivation），2）ハックマン＝オールダム（J．R．　Hack・
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man　・　G．R．　Oldham）の「職務特性モデル1（Job　Characteristics　Model），そして3）
タヴィストック学派の「社会・技術システム論」（Soci・－Technical　Systems　Theory）
があげられている〔6）。
　けれども，「自律的作業集団」に理論的支持を提供している「社会・技術シ
ステム論」を除けぽ，これらの諸理論は環境，技術，監督者の役割といった，
いわゆるコンテクスト変数を無視しており，「職務再設計」の問題は，もっぱ
ら「豊かな社会」と「教育水準の向上」に伴う「欲求の高次元化」，「労働の単
純化」の進展，その結果生ずる「職務不満の増大」・「モラールの低下」という
現代の生産状況のなかでいかに労働者を動機づけるのか，という社会心理学的
観点からのみとらえられてきたといえるのであって，労働の再構造化に（技術
を含む）作業集団環境の不確実性がいかなる影響を及ぼすのかは，明らかにさ
れてはいない⑦。
　ところで，1950年代以降イギリスの「タヴィストック人間関係研究所」
（Tavistock　Institute　of　Human　RelatiQns，　London）のエメリー（F．E．　Emery）やト
リスト（E．L　Trist）らを中心に展開されてきた「社会・技術システム論」は，
組織を「開放的な，社会・技術システム」（open，　socio－technical　system）として
とらえることによって前述した「職務再設計」理論の有する限界を克服してい
る（8｝。ここでは「開放的システム観」が導入されており，さらにはシステム全
体の最適なパーフォーマンス実現のためには「基本的課業」（the　primary　task）
に指示的に相関づけられている社会・技術両下位システムの「合成最適化」
（joint・optimization）カミ必要であるという主張によって技術的要求が顧慮されて
おり，この意味では環境要件（ここでは技術は「内在化された環境」（internal・
三zed　envir・nment）をなす）が，作業集団デザインに影響を及ぼすことが認識さ
れているのである。
　しかし，私見によれば，これまでの「社会・技術システム論」では操作的に
把握される環境性質の理解は，組織の「一般環境」ないし「コンテクスト環境」
のレベルにとどまっていた⑨のであって，作業集団課業環境の性質を操作的に
とらえようとする試みはなかった。またそのことが，「社会・技術システム論」
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をして「状況特殊的」（situation・speci丘c　or　all・depends）アプローチをとらせ，
「中範囲」の命題をもちえなかった理由でもあると私は考えている。けれども，
もっと重大なことは「ノルウェー産業民主化プロジェクト」以降，とくに1970
年代に入ってから明示的にではないにせよ，組織の「一般的環境」レベルで認
識される「環境麗乱性」（environmental　turbulence）の存在が「脱・工業化社会
（post－industrial　society）」論議の下で所与とされ，そのことによって一方でテイ
ラー（F．W．　Taylor）の「科学的管理論」（scientific　management）の内容を鋭く
批判しながらも，「理念型」モデルとされた「自律的作業集団」があたかもそ
れに代わる「唯一最善の方法」であるかのように喧伝されてきたように思われ
る点であるae）。これを克服するためには，何よりも作業集団の課業環境に焦点
を合わせ，その異質性・多様性が明らかにされ，この作業集団の直面する課業
環境を操作的に把握しようとする努力が不可欠である，と私は考えている。
　以上の問題意識に立って，本稿は作業集団の課業環境の性質と作業組織編成
とを結びつけようとする試みである。この試みは主として，「社会・技術シス
テム論」者の1人であるサスマン（G．1・Susman）の論議に負うているan。まず
第1に，サスマンに依拠して作業集団の組織階層構造上の位置と性格が明らか
にされ，つぎに作業集団の課業環境の性質が操作的に把握される。つづいて
「伝統的職務設計原理」との対比のなかで，「社会・技術システム論」の主張す
る「自律的作業集団」編成原理（以下ではこれを「社会・技術シズテム設計」と呼
ぶ）の特質が明らかにされる。最後に生産現場における技術革新，とくに「連
続的・装置生産」（cont玉nuous，　process　production）技術と「社会・技術システム
設計」との適合性が論ぜられる。以上の検討により，「社会・技術システム設
計」の意義は，第2次大戦以降の技術革新に伴って新たに出現した，生産工程
における「高い変動性ないし不確実性」の発生という限られた条件下において
労働を組織化する「唯一最善の方法」を発見したことに求められる。
（1）「条件適応理論」については，これまで私も検討したことがある。拙稿「コンティンジェンシ
　ー・セオリーにもとつくr包括的理論構想をめぐって』」　明大商学論叢，第62巻第3・4号，1980
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　年，ならびに「企業のr多角化』・r多国籍化』と管理理論」野口祐編著r経営学原理』（経営会
　計全書1），日本評論社，1980年第10章所収。けれども，このように「条件適応理論」を（技術
　を含む）環境・独立変数と組織構造・従属変数との「適合」関係からのみとらえることは，今日
　のこの研究動向の展開よりすれば狭すぎるという批判がなされうる。すなわち，この研究動向の
　最近の展開は，環境と組織のすべての内部特性との間の適合性が問題とされるようになっている
　からである。野中郁次郎・加護野忠男ほか著『組織現象の理論と測定』千倉書房，1978年参照。
（2）拙稿「企業のr多角化』・r多国籍化』と管理理論」，194－195頁参照。この点で，「労働の人間
　化］との関連で環境不確実性の低い状況下での集権的「官僚制」組織の有効性を主張する「条件
　適応理論」は「保守的」であると批判されてきた（降旗武彦・赤岡功編著r企業組織と環境適合』
　同文舘，1978年231－2頁参照）。しかし，これまで展開されてきた「条件適応理論」において取り
　扱われる組織とは「組織構造」であって，「作業組織」との関連では「標準化」・「公式化」・「集
　権化」などの次元がかかわりをもつものの，第一線労働者の労働内容まで規定するものではなか
　った，と主張することもできるかもしれない。なぜなら，これまで作業集団（組織）とこれを取
　り巻く課業環境との関係を明示的に示してきた研究がなかったからである。本稿は，この関係を
　明らかにしようとするものであり，その結果は後述されるようにジ概ね「条件適応理論」の命題
　を支持している。けれども，安定的環隻の下での集権的組織の有効性という主張にあっても「職
　務拡大」「ジョッブ・ローテーション」の方策を導入する可能性が強調されねばならない。
（3）たとえば，F．E　Kast＆J・E・Rosenzweig，　Organization　and　Management，1970，　PP・
　119－122を参照。
（4）奥林康司著r労働の人間化一その世界的動向』有斐閣選書，1981年。
（5）村田和彦稿rr労働の人間化』の基本的性格」，日本経営学会編『80年代の企業経営』所収，千
　倉書房，1981年，77頁。但し，村田氏は「ジョッブ・ローテーション」に「職務歴任」なる訳語
　をあてておられる。
（6）T．D．　Wal1，　Perspectives　on　Job　Redesign”J　in　J・E　Kelly＆CW・Cleg9（eds・），　Auto－
　nomy　and　Control　at　the　Workplace，1982，　p．18，
（7）∫，E．　Kelly，‘‘Economic　and　Strllctural　Analysis　of　Job　Redesign”，　in　J・E・Kelly＆C
　W．Clegg（eds．），　op．　cit．，　pp．　22－23．
⑧　「社会・技術システム論」については詳しくは以下のものを参照されたい。拙稿「社会・技術
　システム論にもとつく『職務再設計』の意義と限界」明治大学大学院紀要，第16集1978年，お
　よび「社会・技術システム論とr自律的作業集団』」明大商学論叢，第63巻第5・6号，1981年。
（g）Cf．　F，E．　Emery＆E，L．　Trist，‘‘The　Causal　Texture　of　Organizational　Environments，
　in　F．E．　Ernery（ed．），　Systems　Thinking，1969．
（10）バーレル（G．Burrell）とモルガン　（G．　Mergan）は次のように述べている。「『課業環境』
　（Dill，1958）とrコンテクスト』（Emery＆Trist，1965）との区別がここでは重要である。後
　者の観点からとらえるならぽ，現代のすべての組織は不確実かつ握乱的な環境に位置づけられる。
　この環境では技術，経済，市場，社会そして政治の変化が急速に脱工業化社会に特徴的な規範と
　なっている。この視点からすれぽ，安定的，確実的な組織環境は過去のものである。」G．Burre11
　＆GMorgan，　Sociological　Paradigms　and　Organisatiorpal　Ana】ysis．1979，　p．171．
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　　また，トリスト自身次のように主張している。「（しぼしぼ第2次産業革命をなすと考えられて
　いる）情報技術の出現と結びついた変化の速度は，先進工業国の環境を新しいレベルの複雑性，
　相互依存性，不確実性へと高めてきた。この段階での変化は……官僚舗組織によっては適合的に
　応じられえない環境麗乱性という特性を生み出している。その反応能力はあまりに緩慢で，環箋
　諸要求の速度と多様性に応じるにはあまりに限定的である。撹乱性コントPt・一ルは，部分の冗長
　性という設計原理を基礎に活動する組織によっては実現されえない。機能の冗長性という代替的
　設計原理が組織にフレキシビリティと学習を賦与する。しかし，この代替的設計は第1に組織を
　構成する基礎的単位に最大限の自己規制（self・regulation）をビルト・インすることを必要とし
　ている。」“Foreword”by　E　L．　Trist，　in　G．1．　Susman，　Autonomy　at　Work；ASociotech・
　nical　Analysis，1976，　p．　xi．
aDサスマンは，現在ペンシルバニア州立大学の教授であり，当時ペソシルバニア大学ウォートン
　校の教授であったトリストとともに「ラシュトン労働の質実験」の中心的メンバーであった（こ
　の実験については，拙稿「社会・技術システム論とr自律的作業集団』」前掲論文98－105頁を参
　照されたい）し，1970年代初頭には，南カリフォルニアでの石油精製所において独自のフィー
　ルド・スタディから「自動化」と「作業集団自律性」との関連を明らかにしている。Cf．，　G．1．
　Susman，“The　Impact　of　Automation　on　Work　Group　Autonomy　and　Task　Specializa－
　tion”，　Human　Relations，　Vol．23，　No．6，1970．および“Automation，　Alienation　and
　Work　Group”，　Human　Relations，　Vol．25，　No．2，1972．
　　すでにこのサスマンの所論について，わが国では神田良氏が取り上げられている。本稿も氏の
　所論に負うところが多い。記して感謝したい。神田良「作業集団の自律性」経済研究（明治学院
　大学）第65号（1982年）。
　　私も以前サスマンの所論を部分的ではあるにせよ取り上げたことがある。拙稿「社会・技術シ
　ステム論とr自律的作業集団』」前掲稿を参照されたい。
皿　組織レベルにおける作業集団の位置とその性格
　作業集団が直面する課業環境の性質を把握するためには，何よりもまず環境
諸要素間の関係の性質，ならびにこうした要素と作業集団との関係の性質が理
解されねぽならない。ところが，作業集団は「複合的組織」（complex　organiza－
tions）の階層構造の最底辺に位置する1個の組織単位（a　organizational　unit）で
あり，作業集団環境の要素は，顧客，供給業者，政府，労働組合といった組織
に外的な要素ではなく，生産システムや生産フローの前後の他の作業集団ない
し上位の組織単位といった組織に内的な要素なのである。また作業集団が直面
する課業環境条件は，組織の上位単位，とくに技術スタヅフによって著しく変
更されうる可能性をもっていることが強調されねばならない。こうした意味か
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ら，作業集団環境の性質を論ずるにあたっては，まず第1に「複合的組織」の
なかで作業集団の占める位置と，その独自的特性が明らかにされねぽならない
のである。
　a）組織の3つのレベルと計画
　サスマンによれば，複合的システム（acomplex　system）として特質づけら
れる組織は，パーソンズ（T．Parsons）（1）に依拠してつぎの3つの組織レベル
（organizational　levels）からなるものとして理解されうる。すなわち，「制度レベ
ル」（institutional　level），「経営レベル」（managerial　level），そして「技術レベル」
（technical　leve1）がこれである。
　「制度レベル」では，組織において何がなされるべきかに関する「評価行為」
（an　act　of　appreciation）カミ行われる。これによって「撹乱的な」（turbulent）環
境条件における諸変化に適合的な諸価値（values）が形成され，価値問題にかか
わる不確実性が削減される。このレベルでなされる「評価行為」それ自体は，
「正しくは意思決定とはみなされえない」のでであって，「正しいとか誤ってい
るとかが立証されえない価値判断」の問題に関係する。このレベルで「支配的
な」（predominant）計画化は諸価値の選択にかかわる「規範的計画」（normative
plan）である。
　この「制度レベル」で形成される諸価値を，特殊・具体的な政策に移し替え
ることは「経営レベル」で行われる。「経営レベル」ではある一定の時間内に
おいて，また組織の知覚する政治，経済，社会的状況内において組織は何をな
しうるかに関する意思決定が行われる。このレベルで支配的な計画化は，組織
全体の目標の定式化，内部資源配分，そして長期目的の実現に導く基本的手段
の選択が行われる「戦略的計画」（strategic　plan）である。
　さて，この「経営レベル」に従属しながらも質的には異なる第3の組織レベ
ルが「技術レベル」である。このレベルにおいては「経営レベル」でなされた
意思決定が，いかにして実施さるべきかに関する意思決定が行われる。このレ
ベルで支配的な計画化は，「戦略的計画」の実現にかかわる　「業務的計画」
（・perati・nal　plan）である。
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　サスマンによれば，以上の3つの組織レベルのおのおので行われる意思決定
の性質が複合的システムの階層構造を生み出すのであり，この構造内で「制度
レベル」は「経営レベル」の目的と諸価値を規定し，さらに「経営レベル」は
「技術レベル」がその枠内で機能する目的と制約を明細に規定するのである。
　さらにサスマンは，オズベカーン（H．Ozbekhan）の「組織化システム」
（organizing　system）と「用具的システム」（instrumental　system）の概念を用いて，
3つの組織レベルの階層構造を説明している（3）。ここで，「組織化システム」と
は「階層構造のなかで，その目的ないし諸価値が全体構造の行動を支配し，決
定するシステム」であり，「用具的システム」とは「階層構造のなかで，その
目的ないし諸価値が，それ自身の目的と並んで組織化システムの目的ないし諸
価値を実現するように決定される，そういうシステムである。」
　この観点から組織の3つのレベルの階層構造は，つぎのようにとらえられる。
つまり，「制度レベルは経営レベルに対しては組織化システムであり，経営レ
ベルは制度レベルの用具的システムである。さらに経営レベルは，技術レベル
に対しては組織化システムであり，技術レベルは経営レベルの用具的システム
である（4）」。
　この場合，「組織化システム」と「用具的システム」との弁別は，システムを
「単純システム」（simple　system）とみなすか「複合的システム」とみなすかに
あたっても用いられる。つまり，「複合システム」の階層構造は1個の「組織
化システム」と複数の「用具的システム」とによって形成され，これらは異な
る「決定機関」（decider）によってコントロールされている（5）。これに対して
「単純システム」とは「組織化システム」と「用具的システム」の機能は同一
の「決定機関」によって遂行されるものであって，「決定機関」を自らの下位
単位に委譲していないシステムである。
　さて，サスマンにおいて以上で検討された3つの組織レベルと計画ないし意
思決定との対応は，あくまで相対的なものとしてとらえられている。つまり，
このそれぞれのレベルの構成員が各タイプの意思決定を行う排他的構成員では
決してないことが強調されている〔6）。そのような主張は「官僚制モデル」が主
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張してきたところだからである。「社会・技術システム論」は「ノルウェー産業
民主化」以降，この官僚制を鋭く批判する一方，とくに1970年代に入ってエメ
リーやトリストを中心として「脱官僚制パラダイム」（transbureaucratic　para－
digm）を提唱してきた。この「脱官僚制パラダイム」の実現は，トリストにあ
っては3つの「産業民主主義」の実現に求められている｛7｝。　1つは「代表的民
主主義」（representative　dem・cracy）であり，労働者代表の取締役会への参加で
あり，これは組織の「制度レベル」の機能とみなされている。第2は「利害関
係者集団民主主義」（interest　group　democracy）と呼ばれるもので，団体交渉シ
ステムに相応し，「経営レベル」の機能とみなされる。これに対して「技術レ
ベル」に関連し，職場における参加と自律性の実現が第3の「労働連結的民主
主義」（work4inked　democracy）と呼ぼれている。トリストは，この3つの「産
業民主主義」の実現が「脱官僚制パラダイム」へ向けて組織を変革しようとす
る努力において必要であると，非常に興味深い指摘を行っている。
　これに対してサスマンは，前述したように組織の3つのレベルと計画を把握
し，「規範的，戦略的，業務的計画化がいかなる組織レベルでも行われうる」と
主張しながらも，とくに「規範的計画」へのあらゆる階層の参加が強調されて
いる（8｝。しかし，この参加において，トリストにあっては「取締役会への労働
者代表の参加」と解されていたものが，サスマンにあっては「労働それ自体の
疎外を悪化させている状況からあまりにかけ離れており，ごく少数の労働者し
か参加しえない」⑨として極めて消極的となり，むしろ「労働の質の改善」に
かかわる諸価値の形成への参加と解されているのである。つまり，「さまざま
な組織レベルのメンバーが（「労働の質の改善」に関する一引用者）暗示的な諸仮
説をr徹底的に検討し』（work　through），新しい概念を学習し，新しい諸価値
を内在化させる機会」⑩の提供と，それに対するすべての組織レベル・メンバ
ーの参加が強調されるのである。
　b）　技術的階層構造と作業集団
　前述したように，「技術レベル」は，「経営レベルが規定する目標ないし欄約
内で組織の日常的諸活動を計画・調整し，その活動パーフォーマンスを評価す
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る責任を有している。つまり，このレベルで「戦略的計画」の実施に関係する
「業務的意思決定」が行われる。「業務的計画」は特定の行動路線の追求に内
部資源をコミットさせることによって，より低次の「技術レベル階層構造」
（Technical－Level　Hierarchy）の意思決定代替案を制約する。サスマンによれば，
「1）戦略的意思決定が技術レベル構成員の意思決定への制約として作用する時
間が長くなれぽなるほど，そして，2）業務計画を実現するために必要な課業
の複雑性が低けれぽ低いほど，業務計画立案はより高次のレベルで行われる可
能性は大きい」ao。
　さて，「技術レベル階層構造」の最上位者（Top）は「業務的計画」の立案に
あたって，組織目標を下位目標（subgoals），下位・下位目標（sub・subgoals）へ
というように分割することによって「手段一目的連鎖」（ameans・end　chain）を
構築し，さらに，この分割された下位目標，下位・下位目標などに，人間もし
くは機械によって遂行されるようにプログラム化されている一群の課業を割り
当てる。この場合の課業プnグラム化の程度は，人間もしくは機械が反応する
ことになるインプットの性質に依存する。サスマンによれぽ，ここで重要なイ
ンプットとは「組織が製品に変換する原材料とこれを行うために必要な資源」
である⑫。
　ところが，サスマンによれば反応を引き起こさせる刺激は，「1）あまりに複
雑ですべての偶発性（c。ntingen¢ies）を予見しえない，2）予測不能な時に生ず
る，3）適切な反応をプログラム化するためには十分知られていない」ca。そのた
めに，「技術レベル」の最上位者は各下位目標，下位・下位目標に割り当てられ
た課業が，いかにして実現さるべきかを厳密にプログラム化しえないのである。
　さらにまた，「技術レベル」の最上位者は，下位目標間のすべての横断的関係
（lateral　relationships）を調整する責任を有するが，課業間のインプットの移動は
高度の不確実性を有しているがゆえに，また組織規模と課業複雑性が増大する
につれて，下位目標間のインプットの移動すべてを最上位者は調整しえない，
とサスマンは主張する。
　そこで，以上のような「技術レベル」階層構造内での複雑性と不確実性とい
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う条件下においては，「技術レベル」の最上位者は必要とされる時間と場所で
課業が実施され，また，課業間の調整が行われるためには，自らの意思決定機
能の一部を下位の「決定機関」に委譲し，それに下位目標と課業を割り当てる
ことによって，「組織単位」（organizational　unit）を形成ずるのである。こうし
て，「業務的計画」立案のもっとも重要な側面をなすものは，サスマンにおい
ては，この「組織単位」の形成であると解されているaの。
　この「技術レベル」内部での「組織単位」の創造は，「技術レベル」それ自体
を「単純システム」から「複合的システム」へと変換させる。さらにこの「組織
単位」それ自体に分析レベルを置けぽ，この「組織単位」自体「単純システム」
かもしれないし，「複合的システム」かもしれない。この「組織単位」の環境も
しくは課業がどの程度の不確実性を有するかに依存して，この「組織単位」は
さらに下位のレベルにある「決定機関」を委譲するかもしれない。もしもそう
であるならぽ，この「組織単位」は「複合的システム」であって，この単位の
下に新たに「組織単位」が形成される。
　ところで，このように連続的により下位の「組織単位」に視点を移していく
と，単位の構成要素に「決定機関」を委譲していない「組織単位」へと到達す
る。つまり，この「組織単位」は「単純システム」である。
　作業集団とは，サスマンによれぽ，このような「組織単位」なのである。さ
らに，作業集団の特質としてサスマンがあげるものは，1）各構成員は他のす
べての構成員とともに自分たちが1個の集団であることを知覚している，2）2
方向コミュニケーションの存在，3）共通のテリトリーの存在，そして4）作業
集団環境から原材料を「移入し」（importing），この原材料の形状（shape），位
置（location）ないし意味（meaning）を変えるために処置を講じ，これを環境に
「移出し」（exporting），環境と不断に取引を行うことによって存続する「開放的
システム」であるas。
　ここで留意さるべき点は，サスマンにおいてはすでに「作業集団」そのもの
が「自律性」を有することが与件とされている点である。つまり，「単純シス
テム」として機能するいかなる個人の集合体も「ある決定機関」を委譲されて
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おり，それゆえ，意思決定を行うことなしに単に情報を受け取り，回送するに
すぎない単なる構成員の集合体は，システムとして全く機能しておらず，彼ら
を含む上位システムの構成要素と解されているのである。
（1）サスマン自身はパーソンズのつぎの書物をあげている。T，　Parsons，　Structure　and　Process
　in　Modern　Societies，1960．
（2）G．1．Susman，　Autonomy　at　Work，1976，　p，72－74．この3つの組織レベルと計画は通常理
　解されている3つのレベル（サブ・システム）ないし意思決定タイプとは異なることを留意され
　たい。たとえば，カスト＝ローゼンツヴァイクにおいては，「戦略的」（strategic），「調整的」
　（coodinative），そして「業務的」（operating）という3つのサブ・システム（レベル）でとら
　えられている。cf．，　F．E．　Kast＆J．E．　Rosenzweig（1970），　oP．　cit．，　P．120．さらにアソゾフ
　（H．1．Ansoff）にあっては「戦略的」，「管理的」，「業務的」という3つの意思決定範疇が識別
　されている。cf．H．1．　Ansoff，　Corporate　Strategy，1965〔H．1、アンゾフ『企業戦略論』広田寿
　亮訳，産業能率短大，1968年，6頁参照〕。サスマソは，組織レベルとその責任の主体について
　以下のようにのべている。「たとえば，デュポソ社の執行委員会や財務委員会のように経営なら
　びに制度レベルでは，しばしば集団によって責任は共有され意思決定が行れるが，それと異なり
　技術レベル・パーフォーマンスの責任は，管理階層構造の最上位者である唯1人の主要常勤役員
　（asingle　chief　executive　o缶cer）tre－一一般に割り当てられている。」（G．1．　Susman，　Autonomy
　at　Work，　oP．　cit．　P．79）
〔3）G．1．Susman，　Autonomy　at　Work，　op．　cit．，　p．74．　cf。　H．　Ozbekhan，“Planning　and
　Human　Action”，　In　P．A．　Weiss（ed．），　Hierarchically　Organized　Systems　in　Theory　and
　Practice，1971，　p．181．
（4）G・1・Susman，　Autonomy　at　Work，　oP，　cit．，　P．76．
（5）“deciders”なる概念はミラー　（J．G　Miller）の用語である。　cf．　J．G．　Miller，“Living
　System；Structure　and　Process，”Bechavioral　Science，10，1965．サスマンによれぽ，「decider
　というのは，システム順機能に関わる意思決定が行われる共通の所在（common　Iocus）であ
　る。deciderというのはシステム機能であって個人ではない。」（G．1．　Susman，　Autonomy　at
　Work，　op．　cit．，　p．75）。こうした点から，本稿ではこれに「決定機関」という言葉を用いる。
（6）G．L　Susman，　op．　cit．，　p．76．
（7）EL　Trist，“FQreword”in　Autonomy　at　Work，　op．　cit．，　p．　xi三i．
（8）G．1．Susman，　oP．　cit．，　PP．77－78．
（g）G．1．Susman，　op．　cit．，　p．71．
㈲　GI・Susman，　oP・cit．，　P．78．こうした機会の制度化として，フリードマン（J．　Friedmann）
　の「学習細胞」（1earning　cells）とエメリーの「参加的設計ワーク・ショップ」をあげている。
（ll）G．1．　Susman，　oP．　cit．，　P．79．
a2＞，⑬　G．1．　Susman，　op．　cit．，　p．81．
q切GI，　Susman，　Qp．　cit．，　p．　82およびp，88，
（107）
⑮　G．1．Susman，　op．　cit．，　pp．83－85．
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皿　作業集団の直面する課業環境の性質
　a）　技術階層構造と環境の異質性
　以上検討してきた点から，組織は「制度」・「経営」・「技術」の3つのレベル
からなり，さらにまた最後の「技術レベル」は「組織単位」の創造を通して
「階層的構造」を形成することが明らかにされた。では，この「複合的組織」
として特徴づけられる組織は，どのような環境に直面し，それに対処するので
あろうか。
　サスマンによれぽ，組織は何よりも「社会政治的信念，契約，法律，慣習な
どからなる社会的な場（asocial丘eld）」のなかで活動する存在である。けれど
も，この「社会的な場」それ自体はいかなる特定の単独組織の行為からも独立
しており，その要素ならびに要素間の関係それ自体「動態的性格」を有してい
る。エメリーとトリストによって明らかにされてきた「脱・工業化社会」の下で
顕現化しつつある「環境掩乱性」（environmental　turbulence）は，この「社会的
な場」の要素の変化の速度と変化の多様性，ならびにこれら要素間の相互依存
性の増大を指し示すものである②。これは。一般に組織の「コンテクスト環境」
（contextual　environment）と呼ぼれている。この「コンテクスト環境」において
生ずる諸変化は企業活動に著しい影響を及ぼす（たとえば，環境汚染→環境保護
運動→新しい行政監視機関の設置や立法措置）。サスマンはこの組織の「コンテク
スト環境」は「制度レベル」で行われる「規範的計画」策定，つまり，諸条件
の変化に対応する新しい評価行為，新しい諸価値の形成を通して処理される，
と主張している（3）。
　この組織の「コンテクスト環境」に対して，特定組織の目的の設定と実現に
かかわる「課業環境」（task　environment）カミ存在する。この「課業環境」を構成
する諸要素は，特定組織が追求する目標や戦略の変化に伴って変化する。サス
マンは組織が直面する「課業環境」は組織の「経営レベル」で策定される「戦
略的計画」によって創造され，影響を及ぼされるものと解しているω。
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　このように「規範的計画」と「戦略的計画」の作成によって，組織全体が追
求する基本的な諸価値と目標に対する不確実性が削減され，それによって「技
術レベル」の組織構成員は，自分たちが活動するに際しての所与のフレームワ
ークが提示されることになる。
　さて，「技術レベル階層的構造」の最上位者は，「業務的計画」策定を通して
「組織単位」を創造するが，この際この単位に割り当てられる「下位目標」と
「諸資源」（原材料ならびにメインティナンス・インプット）（5）の性質によって，この
単位が直面する課業環境の性質が決定されるものとサスマンは解している。
　図一1は，「技術レベル階層的構造」の「組織単位」間の関係および「組織単
　　図一1技術レベル階層構造の組織単位とそれらが直面する境環との間の関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　マクロ環境
　　　　　　　　　　　　　技術レベルの最上位者
　　　　　　　　　　　　　　　　（決定機関）
第一レベル
（決定機関）?
／1膨
第ニレベル
（決定機関）
第三レベル
（決定機関）
第三レベル
（決定機関）
出所：G・1・Susman，　Autonomy　at　Work，1976，　P，89．
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位」とその環境との間の関係を提示している。図では「技術レベル階層構造」
の最上位者が，2つの第1レベル「用具的システム」を創造していることを示
している。図の左上の第1レベル「用具的システム」はその構成要素のいずれ
にも「決定機関」を委譲しておらず，それゆえ「単純システム」である。これ
に対して，もう1つの第1レベル・システムは「複合的システム」であって，
それ自身のうちに第2，第3のレベルの「用具的システム」を含んでいる〔6）。
　ところで，「技術レベル階層構造」の最上位者は「技術レベル」全体にかか
わる意思決定を行い，「マクロ環境」と名づけられる環境に直面する（7）。この最
上位老に従属する第1レベルは「技術レベル」全体にかかわりをもつものでは
なく，このレベルは図が示すようにE、、とElbなどという環境に直面する。さ
らに下位レベルの「組織単位」も，その意思決定に際してE2。，　E3。，　E3bなど
という環境に直面する。
　こうして，サスマンは，以上の観点から「複合的組織」を形成する各「組織
単位」は，異なる要素と要素属性を有する環境を扱わねぽならず，こうして組
織は，異なる程度の複雑性と不確実性とを有する異質な環境を扱わねぽならな
いことを強調している。さらに，「組織の周辺から内部コアへと不確実性の削
減が一方的に進む」とする見解に対しても，「この主張は組織全体の直面する
マクロ環境問題から，順次下位のレベル単位へと考察を進めていく場合にのみ
正しいであって，複合的組織のさまざまなレベルが直面する環境と，それが
行う意思決定それ自体に分析レベルを求める場合にはこうした主張は正しくな
い」と主張し，組織の内部コア自体においても　「残存不確実性」（residual　un・
certainties）と「意図せざる不確実性」（unintenti・nally　created・uncertainties）の存
在が強調される⑧。
　b）　作業集団環境条件の影響要因
　作業集団の直面する環境条件，とくに不確実性と多様性の程度は，上位レベ
ルの組織単位が行う意思決定によって，大きく影響を及ぼされる。
　この諸影響を解明するための分析フレームが図一2である。図一2は図一1の右
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　　　　　　　図一2　作業集団とよリ高次の単位との間の諸関係
菱徽ルもしくは撫磁騰窪の長、・・関す・鰍定
第2レベル
第3レベル
（110）
予測　　　　基準設定　　交換活動の
緩衝行為　　プログラム　プログラム
平準化　　　評価
優先割当　　命令
匡垂歪］　　生産管理技師
匿］　メイ・ティナンス
　出所：GI．　Susman，　op．　cit．，　P．94，
側の組織単位の精緻化と考えられるものであって，サスマンにあってはこれは
製造部門（amanufacturing　divisi。n）と仮定されている。この第1レベルに従属
し，あるタイプの生産工程にそれぞれ責任を有する，いくつかの第2レベル単
位が存在しうるが，図では，これらの諸単位の1つが示されている。最後に，
この単位に含まれている第3レベルの単位が，サスマンによれぽ作業集団であ
り，それぞれ1つの生産段階に責任があるか，類似の生産物の生産に責任があ
ると考えられている。
　図一2が示すように，第1レベルもしくはそれ以上の高次のレベルで行われる
「戦略的意思決定」は，第2，第3レベルの意思決定と活動の性質に大きな影
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響を及ぼす（9｝。サスマンは「戦略的意思決定」の影響を，作業集団が加工する
「インプットの性質」（the　nature　of　inputs）と「製品の生産継続性の長さ」（the
length　of　product　run）の2つの点から考察している。
表一1　組織単位によって扱われる「不確実性」と「多様性」の源泉
不　確　実　性 多　　様　　性
環境取引不確実性
　1．　いかなるインプットとアウトプッ
　　トが，どこでいつ単位の境界を交差
　　するかに関する不確実性
変換不確実性
　2．　インプット諸特性をいかにして変
　換すべきかに関する不確実性
L　製品の数
2．製品ごとに必要とされる変
　換活動の数
出所：G・1・Susman，　Autonoym　at　Work，　P，96．
　まずいかなる製品を生産すべきか，ないしはいかなるサーヴィスを遂行すべ
きかについての決定は，変換（conversion）のために組織がいかなるインプット
を扱うかに影響を及ぼす。この場合，サスマンによれば「戦略的意思決定」が
影響を及ぼすインプット属性には，以下の3つのものがあげられている（表一1
参照）。つまり，
　1）交換活動を必要とするインプット特性の多様性（variety），
　2）　インプット特性の変換方法に関する不確実性一変換不確実性（conver－
SiOn　uncertainty），
　3）　いかなるインプット特性が，いつ，どこで組織単位に入り，またアウトプ
ヅトとして単位を離れるのかについての不確実性一境界取引不確実性（bOund・
ary・transacti・n　uncertainty），以上であるae）。
　ところで一方，いかなる市場ないし顧客を対象として事業活動を展開する
か，という「戦略的意思決定」は，サスマンによれば組織が「顧客仕様製品」
（customi・ed　products）を生産するのか，あるいは「標準化された製品」（stand・
ardized　products）を生産するのかに影響を及ぼす〔1D。「顧客仕様製品」とは顧客
によって設定される製品仕様書と配送期日に応じて生産されるもので，生産継
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続性は短い。「顧客仕様製品」生産に特微的な点は，1）組織と顧客との相互作
用は高い，2）多様性は組織の生産する製品の数が多いため高い，3）境界取引
不確実性は，顧客注文の時間と連続性が予測困難であるため高い。
　これに対して，「標準化された製品」の生産継続性は長く，大量に生産され
る。この生産に特微的な点は，1）組織と顧客との直接的な作用はほとんどな
い，2）多様性は低く，3）製品在庫の可能性によって生産スケジュールが立て
られるために境界取引不確実性が低い，また，4）技術スタッフがインプット
を効果的かつ効率的に変換する方法を学習するのに利用可能な時間が長いため，
変換不確実性の削減可能性は大きくなる。
　こうして，サスマンは「戦略的意思決定」がより低いレベル単位に対して及
ぼす諸影響を，「多様性」と「不確実性」を基礎にして説明しているのであるが，
けれども彼の主たる研究関心である作業集団活動のプログラム可能性という点
からすれぽ，「多様性は不確実性ほど重要とは考えられない」と主張し，不確
実性に焦点を合わせるのであるa2）。
　さて，以上において検討した「戦略的意思決定」はサスマンにおいては，第
2レベル「組織単位」が直面する「初発的不確実性」（initial　uncertainty）と，
この組織単位がこの不確実性を削減せねばならない「時間」（the　time）に影響
を及ぼすものと解されている。
　この枠内において第2レベル単位は，つぎの2つの基本的機能を遂行する。
つまり，1）インプットとアウトプットを処理する適切な変換活動と境界取引
活動の「探索機能」（search　function），ならびに2）基準（活動基準，アウトプット
基準）の設定と維持にかかわる「規制機能」（regulatory　function）がこれであるael。
この場合，図一2が示すように第2レベル単位は「支援単位」（support　units）を
創出し，その「決定機関」機能（境界取引，変換，規制）をその支援単位に水平
的に分散させて，その機能を遂行するものと考えられている。
　まず第1に，第2レベル単位の境界取引スタッフは作業集団への資源・原材
料のフローを指示し，また作業集団からのアウトプットの移転を指示すること
に従事している。サスマンは，トンプソン（J．D．　Thornpson）に依拠してこの境
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界取引スタッフによる予測（forecasting），インプットとアウトプットの緩衝行
為（buffering），取引の平準化（leveling），需要の予測（forecasting），そして優先
割当（rationing）による境界取引不確実性を削減しうる可能性を論じているU4。
　さらに第2レベルの変換スタッフは，作業集団がインプットを扱う前に，あ
るいはその間に，インプット特性を変更する方法の探索に従事する。サスマン
によれぽ，インプット特性を変更して変換不確実性を削減する方法には以下の
3つの方法があるas。第1は，研究開発によってか，粗悪な品質を有すると判
断されたインプットの変更によってであり，第2は，作業集団が用いる変換手
続（conversion　procedures）の変更によってであり，最後に特定の作業集団にお
いて必要とされるすべての変換活動のプPグラム化によってである。こうして，
変換スタッフは変換不確実性を削減しようと努める。
　第3の規制スタッフは，第2レベル単位の管理者とともに一定のパーフォー
マンス基準に照らして，作業集団の実際の活動ないしアウトプヅトを監視し，
そこに変動性が確認された場合には，規制スタッフないし管理者は「慢性的な
変動性」に対する問題解決には技術スタッフに，そして「短期的矯正」につい
ては「作業集団」に指示を与えるae。
　前述したように，組織単位の「規制機能」において設定されるパーフォーマ
ンス基準には，活動基準とアウトプット基準とがある。サスマソは，作業集団
パーフォーマンスを規制する2つの可能性を指摘している。つまり，前述した
ように変換ならびに境界取引スタッフが作業集団活動のプログラム化を可能と
させるほどに，それぞれの不確実性の削減に成功した場合には，第2レベルの
管理者と規制スタッフは作業集団パーフォーマンスを活動基準でモニターしう
る。けれども，一方変換スタッフと境界取引スタッフとが不確実性の削減に成
功しない場合には，その不確実性を扱うための自由裁量（discretion）が作業集
団メンバーに委譲され，第2レベルの管理者と規制スタッフは作業集団パーフ
ォーマンスをアウトプット基準にもとついてモニターしなけれぽならない。つ
まり，ここに作業集団が「自律性」を持ちうる可能性をサスマンは認識するの
であるUT。
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　c）　作業集団の課業環境の性質と意思決定
　こうして，第2レベル組織単位の変換スタッフと，境界取引スタッフによる
不確実性の削減可能性は表一2が示すように，作業集団の直面する4組の課業な
らびに境界条件を生み出す。そしてこの条件が，サスマンによれぽ，作業集団
構成員と，より上位の組織単位構成員との問の意思決定の配分に影響を及ぼす
と考えられている（図一3参照）aat。
表一2作業集団の直面する課業ならびに境界条件
　　　　　　　境界取引不確実性
低　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高
??????低 アセンブリー・ライン 職業紹介所
タイプ室 銀行の出納係
電話交換手
（1） 精製装置監視室　②
外科手術チーム 運航管理センター
建設工事チーム 顧客苦情処理部門
古
（3） 臨時的な非常事態集団（4）
同
出所：G．1．Susman，　Autonomy　at　Work，　P．　102．
　1）　セル1条件
　セル1は，第2レベル単位の技術スタッフが変換不確実性と境界取引不確実
性の双方を削減しうる場合に生ずる条件を表している。このセル条件では，原
材料は安定的で変換活動の連続性（sequences）は既知で予測可能であり，変換
不確実性も低し）呪　上位単位による不確実性削減努力によって，作業集団構成
員が扱わねばならない不確実性は残存していない。この条件下では，第2レベ
ル単位によって作業集団の境界取引ならびに変換活動はプログラム化されうる。
　このセル条件において，作業集団構成員間に「技術的協力」（technical　coQper－
ati・n）が必要とされる場合には，変換活動あるいは集団構成員聞の相互依存性
（interdependence）のタイプは「同時的・自立的」（simultaneous－independent＞
（この場合の制約要因は「時間」である），あるいは「逐次的・依存的」（sequential・
dependent）（この場合の制約要因は「技能」である）かのいずれかであるtlm。この場
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　　　　図一3　作業集団とよリ高い階層単位との間の決定機関機能の配分
　a）Oe旧の条件
b）CeH　2の条件
c）Cell　3の条件
より高次の単位の決定機関
境界取引
d）Cell　4の条件
より高次の単位の決定機関
@　　　　規制
作業集団
作業集団決定機関
境界取引　　変換
合の調整（coordination）タイプは計画（scheduling）である。
　第2レベル単位と作業集団との間の意思決定の配分は，図一3，a）に示されて
いる。こうした状況では作業集団は「自律性」をもちえず，したがって，第3
レベルの構成員は作業集団に属するのではなく，第2レベル単位の構成要素で
ある（2D。
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　2）　セル2条件
　セル2は技術スタッフが変換不確実性を削減することはできるが，境界取引
不確実性を削減することはできない時に生ずる作業集団条件を表す。この条件
下では，変換活動は第2レベル単位の変換スタッフによって簡単にプmグラム
化されうるが，変換活動を遂行するためのタイミング（tirning）と連続性はプロ
グラム化されえない。その結果，いかなるインプットとアウトプットが，いつ，
どこで作業集団境界を交差するのかという問題は，変換活動が開始されないう
ちには解決されえない。こうして，図一3，b）が示すように，第2レベル単位は
境界取引機能を作業集団に委譲するであろう。
　この条件下で作業集団構成員の間で「技術的協力」が必要とされる場合には，
その構成員間の「相互依存性」のタイプは「交互的」（reciprocal）であり，「調
整」タイプは「相互調整」（mutual　adlustment）であるen。つまり，不断に境界
取引の状態・性質・結果についての最新のデータがすべての集団構成員に伝達
されていなければならない。サスマンによれば，この場合，「活動・資源場所」
（the　activity／resources　sites）一活動が行われ，資源が利用される場所一から
離れた「調整者」への情報伝達コストは，タイム・ラグ・コストが高く，また
1人の調整者が所持する情報処理能力の限界のために，境界取引に関する意思
決定は特定の1人の作業集団構成員によって行われえず，かくして，作業集団
構成員間に広く分散している。
　サスマンは，との条件を石油精製（oil　re丘ning），化学的装置生産（chemical
pr。cessing）など高度に「機械化」もしくは「自動化」の進んだ技術を扱う作業
集団の環境条件のうちに典型的に見出せるものと考えている㈱。つまり彼は，
規制される変換活動そのものは機械に組み込まれており，ここでの人間の貢献
はもっぱら生産工程のモニターと一定の時点での介入にあると解している。そ
こで，「自動化」技術を扱う作業集団の境界取引不確実性の問題とは，生産工
程から生ずる変動性出現の時間と連続性についての知識の欠如であるmo。
　けれども，表一2が示しているように，このセル条件の下には銀行出納係や電
話交換手も含まれていることに留意されたい。この場合の技術はトンプソンの
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いう「仲介的技術」（mediating　technology）であって，ここでは集団構成員聞
の関係は，「間接的相互依存性」（pooled　interdependence）であり，各構成員は
集団のアウトプット全体に対して，バラバラの自立的貢献を行っており，構成
員聞には「技術的協力」は必要とされないのである。この場合の調整は「標準
化」（standardization）によって行われるのであり，変換不確実性の低いこの条
件下では，変換活動パターンは観察しやすく，パーフォーマンス基準は活動明
細規定（activity　specification），つまリブPグラミングに基礎を置くことになる
㈱。また境界取引活動についても，たとえぽ電話交換手のように，インプット
と必要とされる反応との間のリード・タイムが短けれぽ，境界取引活動は「先
着順制」（first－come・丘rst－service）にもとついて行われるであろう。
　3）　セル3条件
　セル3は，技術スタッフが境界取引不確実性を削減しうるが，変換不確実性
は削減しえない場合の作業集団の課業ならびに境界条件を表している。この条
件下では作業集団へのイソプットのフローは，境界取引スタッフによってプロ
グラム化されうるとしても，変換活動は上位単位によってはプログラム化され
えない。つまり，インプットが作業集団境界を交差するや否や，自由裁量，判
断，直観がインプットの変換のためには必要とされる。図一3，c）が第2レベル
組織単位と作業集団との間の意思決定配分の可能性を示している。このセル条
件の下で「技術的協力」が集団構成員間で必要とされる場合には，「相互依存
性」のタイプは「交互的」であり，その「調整」タイプは「相互調整」である㈲。
サスマンによれぽ，大規模な総合病院の外科医チームは，こうした課業ならび
に境界条件に直面する。つまり，手術はルーチンな官僚制手続によって計画さ
れうるが，手術そのものは高度の訓練を積んだ専門家たちによって行われるの
であるan。
　4）　セル4条件
　セル4は，境界取引スタッフが境界取引不確実性を削減しえないし，また変
換スタッフは変換不確実性を削減しえない場合の課業，ならびに境界条件を表
している。そのような条件の下では，インプットのフローも変換活動もともに
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プログラム化しえない。サスマンによれぽ，このセル条件は「……物的生産物
を生産している作業集団が直面することはめったにないように思われる」条件
である㈱。しかし，このセル条件が見出される場合には，作業集団がインプット
を扱わないうちに，前もって変換ならびに境界取引不確実性が削減されること
はない。こうして，図一3，d）が示すように，上位組織単位は境界取引ならびに
変換機能を，作業集団構成員に委譲されねぽならない。このセル条件において，
集団構成員間に「技術的協力」が必要とされる場合には，「相互依存性」のタ
イプは「交互的」であり，「調整」は「相互調整」によって行われる⑳。しか
し，「技術的協力」が必要とされない場合には，その「相互依存性」のタイプは
「間接的」であり，「調整」タイプは「標準化」である。いずれにせよ，変換不
確実性は高く変換活動のプログラミングは困難であるため，このセル条件にお
いて上位単位による作業集団パーフォーVンスの規制は，「活動明細規定」に
よってではなく，「アウトプット明細規定」（output　speci丘cation）によって，つ
まり，集団アウトプットのモニターにもとついて行われるしかないen。
（1）G．1．Susman，　Autonomy　at　Work，　op．　cit．，　P．86．
（2）エメリーとトリストが「環境の因果的構造」（the　causal　texture　of　the　environment）の性質
　にもとついて環境類型論を展開し，「組織が存在する環境コンテクストはそれ自体ますます速く，
　さらに複雑性の一層の増大に向かって変化している」と主張したことはすでに周知のとおりであ
　る。cf．　F．E．　Emery＆E．　L．　Trist，‘‘The　Causal　Texture　of　Organizational　Environments”，
　F．E．　Emery（ed．），　Systems　Thinking，1969，　p．241．
（3），（4）G，1．Susman，　Autonomy　at　Work，　op．cit．，　P．87．
⑤　メィンティナンス・インプットは，道具・機械・人間・情報からなるものであるが，これらは
　「単位のアウトプットを生み出すであろうr手段の構造』（“structure　of　means”）を創造し，か
　つ維持する資源」である。G．1．　Susman，　op．　cit，，　pp．　85－86．
（6）G．1．Susman，　op．　cit．，　P．87．
⑦　この場合，「技術レベル」の最上位者の直面する「マクロ環境」が，「制度レベル」と「経営レ
　ベル」がそれぞれ直面する「コンテクスト環境」と「課業環境」といかなる関係にあるのかは明
　示されていない。しかし，推測するに，この「技術レベル」の最上位者の責任が戦略の実施にか
　かわる目常的業務管理の調整と統制であることを考えると，この「マクロ環境」の要素は主とし
　て組織内的なものであって，その意味で明らかに前にあげた2つの環境とは相違しているとみな
　されうる。
（8）G．1．Susman，　op．　cit．，　pp．90－91．
⑨　「戦略的意思決定」が「技術レベル」内で行われるというこの主張は，前節の論議からすれぽ矛
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　盾している。けれども，これはサスマンのここでの分析が作業集団とすぐ上位の第2レベル組織
　単位との関係に中心があるためであって，作業集団環境の不確実性をめぐる議論においてはそれ
　以上の上位の単位とは「戦略的意思決定」との関連だけであるという意味に解されるべきである。
aQ＞G．1．　Susman，　op．　cit．，　pp．95－96．
QD　G．1．　Susman，　oP．　cit・．　P．97・
働　G．L　Susman，　op．　cit．，　p．　98．彼によれぽ，「多様性とはプログラム化される活動が人間によ
　って遂行されるか，機鍼によって遂行されるかに関する決定要因である」という（同上）。
a3）G．1．　Susman，　oP・cit・，　P・98・
q4）G．L　Susman，　oP．　cit．，　P．　99．
aS）G．1，　Susman，　oP．　cit．，　PP．99－100．
⑯　G．1．Susman，　op．　cit．，　p．101．
ttT　サスマソは「集団自律性」を，　a）自己規制決定（decisions　of　self－regulat三〇n），　b）自立性決
　定（decisiens　of　independence），およびc）自己統治決定（decisions　of　self・governance）の3
　つのカテゴリーに分類して考察するのであるが，なかでも生産工程それ自体に内在的で，パーフ
　ォー’？ンス基準を受容可能な範囲内に維持する集団能力に影響を及ぼす自己規制決定が「集団自
　律性」の基準としては最も重視されている。cf．　G．1．　Susman，　oP・cit．，　PP・　121－126・
　　さらに，サスマンはこの自己規制決定は，　1）調整決定一変換活動の性質，連続性，タイミ
　ソグの変更，2）割当決定一活動が必要とされる場所への原材料，供給品，集団構成員等の配
　分，3）境界維持決定一境界を交差するイソプットとアウトプットのフローの変更，という3
　つのタイプの決定を分類している。cf．　G，1．　Susman，　op．　cit．，　p．12Z
G8）G．1．　Susman；op．　cit．，　pp．　102－106．サスマ呪は同時に，自己規制決定の集団構成員間での配
　分についても考察を進めている。つまり，自己規制決定を1人の構成員が行うのか，あるいは数
　人の構成員が共同してこれを行うのか，という問題がこれである。そして，この自己規制決定の
　配分問題では，付録の図と表に表されているように新しく「技術的に必要とされる協力」（tech・
　nically　required　cooperation）なる第3の変数が導入され，合計8つのセルからなる環境条件が
　識別されるところとなる。（GI．　Susman，　op　cit．，　pp．130－131）
⑲　G．1．Susman，　op，　cit．，　p．135．
⑳　周知のように，トンプソンによって展開された「相互依存性Jと「調整」のタイプが基本的にサ
　スマソの所論に導入されている。cf，　J．　D．　Tho皿pson，　Organizations　in　Action，1967，およ
　び加護野忠男著『経営組織の環境適応』白桃書房，1980年，77－82頁，降旗武彦『経営管理過程論
　の新展開』197D年，151－156頁。ただし，サスマンにおいては「逐次的・依存的」と並んで「同
　時的・自立的な相互依存性」が付け加えられている。
　　サスマソの所論は基本的にトンプソソの主張に負うところが大きいことが見逃されえない。ト
　ンプソンの主張する「不確実性への対処能力が組織の有効性を決定する基本要因であるという基
　本命題」（加護野忠男，前掲書，82頁）は，そのままサスvンにも受け継がれている。
⑳　G．1．Susman，　op．　cit．，　p．104．しかし，正確には作業集団は何ら自己規制決定を所持しえな
　いことを意味する。このセル条件においても，サスマソはジョッブ・ローテーション決定（job・
　rotation　decisions）を行う権利（これはサスマンにおいては「自己統治決定」の範疇に含まれ
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付録　図一一1境界取引不確実性，変換不確実性，技術的に要求される協力
　　　　　　から引き出される諸条件の3次元マトリックス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　セル7’左下
はい
出所；G．L　Susrnan，　Autonomy　at　Work，
　　op　cit．，　p．132．
付録：表一1作業集団の直面する諸条件から生ずる相互依存性と調整のタイプ
セル
番号
セル1
境界取引
不確実性
低
変換
不確実性
低
技術的に
要求され
る協力
はい
相互依存性の
　タイプ
逐次的一依存的
　もしくは
同時的一自立的
調整の
　　タイプ
計画化
規制決定は簡単に
規制を受ける活動
から分離可能か
はい
規制決定は簡単
に相互に分離可
能か
はい
・・レ21高 低1はい1交酌・1櫃謹・1はい いいえ
・ル31低 高1はい1交互的 陣謹1 いいえ 1はい（境界維持）
・・41高 高｝はい1交互的 1ma調劉 いいえ いいえ
・・レ51低 低1いいえ1間接的 1鮮化 はい はい
・・レ・1高 低F・いえ1間接的 1標準化 はい 困難
セル71低 高1・峡1間翻 1騨化 はい はい
・・レ81高 高1賊師接的 1聯化 はい 困難
※　原文では，それぞれ，セル1と同じく「逐次的一依存的もしくは同時的一自立的」と「スケジュール」となっ
　ている。しかし本文では表記のように記述されているため，このようにした。
出所：G・1・Susman，　Autonomy　at　Work，　oP．　ciL，　P．133．
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　ている）を行う権利を認めている。cf．　G．　r　Susman，　op　cit．，　p．136．
㈱　G．1．Susman，　op．　cit．，　p．137．
㈱　G．1．Susman，　op．　ciL，　p．141．
⑳　つまり，オペレーターの遂行する境界取引活動一工程変動性の除去一は，定まった時間に
　生ずるものでもなければ，定まった連続性のなかで生ずるものでもない。
㈲　GI．　Susman，　op．　cit．，　p．143．このセル2における「技術的協力」が必要とされない場合の
　「相互依存性」と「調整」のタイプは，「技術的協力」が必要とされない場合のセル1条件におい
　ても妥当する。
㈱　G，1．Susman，　op．　cit．，　p．139．
⑳　G．1．Susman，　op．　cit．，　p．106，
㈱　GI．　Susman，　op．　cit．，　p．106．
㈲　G．1．Susman，　op．　cit．，　p．139．
⑳　G．1．Susman．　op．　cit．，　p．143．
N　「伝統的職務設計原理」と「社会・技術システム設計」
　前節において，われわれはサスマンの所論に依拠して，作業集団の直面する
環境条件および上位単位と作業集団との間の意思決定の配分をめぐる問題を検
討してきた。簡単に言えぽ，そこで確認されたことはセル1の条件を除けぽ，
変換活動と境界取引活動のいずれか，もしくはその双方を，技術スタッフはプ
Pグラム化しえないということであった。そこで，サスマンは上位単位がプロ
グラム化しえないものについてはその意思決定を作業集団に委譲し，上位単位
は生産量，品質，コスト，配送時間などのアウトプットの量と質に照らして，
集団パーフォーマンスをモニターすることが「経済的事由」一受容可能な範
囲内へのパーフォーマンス基準の維持一から要請されるものと考えている。
　しかし，サスマンによれぽ，「産業革命」の展開に伴う「生産の機械化」と
「工場制度（fact・ry　system）の進展」から導き出され，また今日でも支配的な
「伝統的職務設計原理」からすれば，前述した考え方は否定されることになる
と解しているω。では「伝統的職務設計原理」とはどのようなものであろうか。
　これによれば，生産工程に対する人間の貢献についての考察は，一般に製品
設計，プラントと設備のレイアウトに関する意思決定が行われた後にはじめて
開始される。生産工程全体が決定された後に，望ましい製品・サーヴィスを生
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産するために必要な基本的活動（basic　operations）に生産工程が分割される。こ
の活動は生産の主要構成要素もしくは諸工程からなる。通常，この段階で方法
技師（methods　engineers）が登場し，作業分析，動作研究，微細動作研究などを
通して，ある活動を完了するためにはいかなる人間活動が必要とされ，また労
働老が用いる最も能率的な活動とはいかなるものかが決定されるのである（2＞。
　こうして，当該生産のためにはいかなる活動が「最善」（best）であるかが，
方法技師によって明らかにされた（これは通常「方法設計」〔methods　design〕と呼
ばれる）後で，「職務設計」（job　design）が問題となる（3）。この場合，方法技師に
よって確認される「最善の」活動は「ミクロ動作」（micro　moti・n）一最小の
作業活動一と「要素」（element）－2つ以上のミクPt動作の集合一からな
る。職務設計の問題とは，この「要素」活動をいかにして，ある完結的活動た
る「課業（句（task）にまとめあげ（つまり，課業内容の明細規定），そして，この
ようにして規定された「課業」を1人の特定の労働者によって遂行される「職
務」に統合していくか（つまり，個々の課業の職務への結合）という問題にほかな
らない。
　サスマンによれば，このような「伝統的職務設計」において用いられる設計
基準は，スミス（A．Smith）に最初に見出すことのできる「機械的な世界観」
（mechanical・world－view）にもとついている（5）。「機械的な世界観」とは，スミス
以前の時代においては支配的であり，また「脱・工業化社会」の下で再び出現し
つつある「有機的世界観」〔6）（organic－world－view）とは異なり，人間行為を，それ
をコントロールする人間精神から独立させて議論することができると考えるも
のである。そして，この世界観の延長線上にサスマンは「伝統的職務設計」の基
礎にある「人間観」をとらえ，これが「頭脳のない，すべて手足だけの人工模
型」（an　all－limb，　no・brain　homunculus）　Uこほかならないと主張する（7）。このような
「人間観」から出発して「伝統的職務設計」は経営者こそ「頭脳」であり，生産
工程への人間の貢献は，機械と同様に，その最初のコストを引き下げること（っ
まり，「専門化」による賃金と訓練時間の極少化）によって極少化さるべき生産コス
・トとしてとらえるのであり，その結果，各労働者に完全な労働負荷（work　IQad）
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・を与え，遊休時間を与えないように労働老の作業活勤の厳密なプログラミング
を行おうとするもの，とサスマンは解するのである。
　以上の「伝統的職務設計原理」にもとついて設計された職務は内容的には高
度の専門化，反復的課業，短いサイクル時間，低い多様性と自由裁量，作業速
度の機械主導性（mechanical　pacing）に帰着するとともに，また職務コンテクスト
上は「専制的ないし非参加的な監督方式」に導くもの，とサスマンは主張する⑧。
　ここで見逃されえない点は，こうした「伝統的職務設計」方式（「ミク・動作」
→「要請」→「課業」→「職務」への結合）は，基本的には「職務拡大」や「ジョッ
ブ・P一テーション」とは「職務」を設計の基礎単位とする限りで矛盾するも
のではないということである。つまり，後者の「職務再設計」方式は「1つの
職務」のなかに含まれる課業の数ないし多様性の増大にすぎず，「伝統的職務
設計」の延長線上にある。労働者個人の義務と労働負荷の明細規定，労働老の
遂行する作業活動のプログラミングという点では同じなのである。前節で検討
された作業集団の課業ならびに境界条件のうち，セル1では，作業集団にはい
かなる意思決定の委譲も行われていなかったとはいえ，「職務拡大」や「ジョ
ッブ・P一テーション」方式が導入されうる可能性が強調されねぽならない（9）。
むしろ労働老の欲求の高次元化や職務不満の増大という現代の生産現場の「疎
外」状況よりすれぽ，このセル条件の下で経済的合理性貫徹，つまり効果的パ
ーフォーマンス実現のためには，「伝統的職務設計」方式の「現代版」として
の「職務拡大」や「ジョッブ・P　一一テーション」の導入が要請されているので
あるao）。
　ところで，サスマンは「伝統的職務設計原理」のもっとも重要なメルクマー
ルを作業集団活動の厳密なプログラミング，つまり，あらゆる課業に必要とされ
る詳細な活動ならびに課業間の関係の明細規定を通して，作業集団構成員の直
面する課業環境を確実的なものにしようとしている点に求めているao。逆にま
た，「伝統的職務設計原理」では職場において現実に存在するよりはずっと少な
い不確実性しか存在しないものと仮定されているということもできる。つまり，
活動のプログラミングが行われうるためには，技術スタッフによる不確実性削
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減努力の成功が与件なのである。けれども，われわれはすでにセル1の条件を
除くならば技術スタッフが変換不確実性か境界取引不確実性かのいずれか，も
しくはその双方の不確実性を削減しえない（セル2，3，4）ことを確認してき
た。サスマンは，どんなに作業集団環境を確実的なものにしようと試みたとこ
ろで「残存不確実性」と「意図せざる不確実性」が発生し⑫，　また作業集団課
業環境それ自体「動態的性格」を有するq陛主張している。しかし，私は前節
においてみたように，現実の職場におけるさまざまな作業集団の課業環境は，
セル1のように，技術スタッフによって不確実性が削減される状況から，セル
2，3，4のように，不確実性削減に成功しない状況に至るまで不確実性の程度
は異なっていると解したい。
　ところで，「伝統的職務設計原理」を鋭く批判する「社会・技術システム設
計」とは，作業集団の直面する課業環境において生ずる高度の不確実性の存在
を一義的に前提としているように思われる。そしてこの「社会・技術システム
設計」の主張する，「理念型」としての「自律的作業集団」の創造は，この高
度の不確実性を処理するメカニズム，すなわち「自己規制」機能を作業集団構
造にビルト・イソしようとする試みである。後述されるように，この不確実性
処理メカニズムこそ集団作業であり，組織学習にほかならない。
　さて「伝統的職務設計処理」における基本的設計単位は「1人・1職務分
業」（aone・man／one・job　division　of　labour）原則にもとついていた。そこでは，
作業集団は「1人の外的行為主体（an　external　agent）によって調整される職務
保有者（job－holders）の集合体」として構想されていた゜の。「職務」の概念は，集
団の各構成員の活動をある一定の限られた諸課業の遂行に制限するものであり，
各構成員に割り当てられた職務を超えて生ずる変動性は，職務保有者の責任で
はない。彼は，この変動性処理のための資源も動機づけも与えられてはおらず，
自らの職務領域（job　dQmain）外にある情報や必要とされる行為はこれを無視
せざるを得ない。つまり，プPグラミングー職務設計一の時点で顧慮され
てこなかった諸条件に対する反応を展開することは，作業集団構成員の責任で
はないのである。サスマンによれぽ，「伝統的職務設計においては，予期され
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ざる行為といった職務間の調整は作業集団内のだれの責任ではなく，もっぱら
集団監督者の責任である」㈱。
　ところが，サスマンにおいてこうした構想は「技術的協力」が集団構成員間
で必要とされ，変換もしくは境界取引不確実性が高い場合には，作業集団パーフ
ォーマンスにきわめて有害な影響を生み出すと考えられている。なぜなら，こ
うした条件の下での相互依存性のタイプは，前述したように「交互的」であり，
そこでは「相互調整」が必要とされるのであって，そのため「効：果的な作業集
団パーフォーマンスのためには作業集団構成員間に持続的な相互の情報フィー
ドバックが必要とされる」からにほかならない㈹。
　ところで，「伝統的職務設計」において職務間の境界はいかなる基準にもと
ついて引かれるのであろうか。サスマンによれぽ，　1）個人に割り当てられた
課業から生ずる「平均的変動性」（average　variance）か，2）1人の個人が対処
可能な「最大変動性」（peak　variance）かのいずれかである⑬。
　1）の「平均変動性」は，アセンブリー・ライソにみられるように職務間関係
が「逐次的・依存的」である場合にもちいられる。つまり，アセソブリー・ラ
イン・バランシングにおいてもちいられる基準である。ここでの仮説とは，
「平均してさまざまな諸個人は同じペースで仕事を行い，平均してある個人は
シフト全体を通して同じペースで仕事を行い，そして平均して部品と設備にお
ける差異は無視しうる町　というものである。サスマンは，エメリーの「ラ
イソ上のいかなる時点でもすぺての局面がその平均値で活動していることはな
い」という批判を紹介しながら，「平均変動性」基準を以下のように批判する。
つまり，「課業が逐次的に相互依存的である時に，1つの課業から生ずる変動
性は他の課業における変動性を増大させるように思われる。もし矯正的行為が
迅速にとられなければ，変動性は他の課業にまで及び，ついには相互依存的な
課業全体も影響を及ぼされる。もしrライン』の規制が1人の監督者に割り当
てられ，集団に外的であるならば，監督老の時間のすべては調整と割当てによ
って課業間の変動性を矯正することに費やされ，彼が遂行する最良の位置にあ
る役割，つまり境界維撤こはほとんどいかなる時間も残されてはいない。」U9＞
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　他方，「最大変動性」基準は，しばしぼ「自動的・半自動的設備のモニター」
という課業において適用される基準である⑳。　ここでも，サスマンはこの基準
を適用することのジレンマをつぎのように指摘している。つまり，「同一領域
内で働き，同一の設備を共有しているすべての個人が，同時に最大水準の変動
性に直面することはめったにない。多くの場合，仲間の労働者が一時的な過重
労働負荷（overload）にみまわれているのに，大抵の個人は大部分の時間眺める
こと以外に何もなすべきことがない。」ceD
　ところで，「社会・技術システム設計」はすでに周知のごとく，「作業集団設
計」のためのフレームワークを提示するものであって，分析単位は個別的な
「職務」なのではなく，あくまで「作業集団」であったen。ここには，伝統的
な「個人作業方式」（individual　method　of　working）に代えて「集団作業方式」
（gr・up　meth・d・f　w・rking）への転換が意図されているのである。サスマンは，
これにもとついて「社会・技術システム設計」が「伝統的職務設計原理」とは
根本的に異なる設計原理であることを強調している。ここでは，集団構成員は
「職務保有老」としてではなく，「システム貢献者」として構想され，各構成員
の職務境界は相互に浸透可能であり，重複している。「システム貢献者どして
は集団構成員は特定の課業を遂行するが，しかしまた集団全体の成功にも責任
をもっている。……彼は，もし彼が望むなら，あるいは必要とされるなら集団
領域内にあるいずれも遂行しうる」のであるen。このような「柔軟な（flexible）
職務境界の正当化事由は，確かにこれが望ましい副産物ではあるにしても，そ
れが作業集団構成員に対して職務多様性を増大させるということではない。」⑳
この正当化事由は，メンバーへの動機づけ一社会心理学的諸帰結一という
観点よりは，むしろ変動性処理メカニズムの作業集団構造へのビルト・インに
こそ求められている。つまり，「個人作業方式」から「集団作業方式」への転
換の意味するところは，これによって集団の直面する変動性ない不確実性全体
に個人ではなく集団全体が対処しうるのであって，こうした変動性や不確実性
を処理して集団の効果的パーフォーマソスを実現し維持するために，必要とさ
れる時と場所に集団内資源をフレキシブルに割り当てることが可能となるとい
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うことである。
　「伝統的職務設計」に対して「社会・技術システム設計」の有するさらなる
特質は，「システム適応能力増大戦略」に求められる。ヒの設計原理はエメリ
ーとトリストによって「機能の冗長性」（redundancy　of　functions）と呼ぼれて
きた㈱。これに対して，「伝統的職務設計」の基礎にある設計原理は「部分の冗
長性」（redundancy　of　parts）と呼ぽれている。この後老の設計原理は「同じこ
とを行う部分の数を殖やす」ことによってシステムの適応能力を増大させよう
とする戦略であり，「もしもある部分が失敗したり摩滅するならば，他の部分
が必要とされるものを遂行する」ことが意図されている㈱。この設計原理の下
では簡単に代替可能で低い技能水準の職務が必要とされ，またその職務保有者
’は，集団全体の活動を調整する責任を有する監督者による指示の下で，つねに
活動することが求められる。この場合には，「学習は起こらないし，また必要
とも考えられてはいない。」⑳
　この「システムの適応能力増大戦略は，必要とされるすべての行為が計画さ
れうるほど静態的（static）な課業環境に作業集団が直面する時には有効性をも
つ。」auけれども，サスマンによれば実際には「これほど静態的でしかも諸要素
が緩やかにしか結びついていない課業環境はめったにない」のであって，監督
者は「自らが処理可能な複雑性以上のそれに直面し，またこの複雑性を処理す
るに際しても，作業集団構成員からいかなる助力も受け取ることはない」ので
ある㈱。
　この「部分の冗長性」と呼ばれる「伝統的職務設計原理」から導き出される
「作業集団」は，また，アッコフ（RL．　Ackoff）＝エメリーのいう「多様性減少
システム」（variety・decreasing　system）としても特質づけられうるOO。けれども，
サスマンによれば，このようなシステムでは「環境が動態的である場合，予期
されざる要素を扱うために新しい反応を学習する能力をシステムはもっていな
い。多様性減少システムは……予期されざる環境多様性に対処しえない」ので
あるBD。
　これに対して，・「社会・技術システム設計」の設計原理は「機能の冗長性」
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と呼ばれる。この設計原理は，集団の課業環境から不断に生ずる変動性や不確
実性を処理するための知識と技能を増大させうる設計戦略にほかならない。こ
こでは，集団構成員全員が集団の「基本的課業」（the　primary　task）を共有し，
これに一体化しており，各構成員はこれを達成するためにはいかなる行為を行
うべきかを知っているし，また学習することもできることを，サスマンは強調
する。
　このような設計原理から導き出される作業集団は「多様性増大システム」
（variety・increas正ng　system）と呼ぼれる。このような作業集団は，その構成員が
不確実性の高い課業環境かから生ずる刺激の多様性に対応して反応の多様性を
増大させるために継続的に学習を行いうるシステムなのである。ここでは作業
集団が「継続的学習による知識と技能の貯蔵器管（reservoir）」として考えられ
ている㈱。
（】）G．1．Susman，　Autonomy　at　Work，　op．　cit．，　pp．21－23，およびpp。106－10Z
（2）G．1．Susman，　op．　cit．，　pp．30－3L
（3）G・1・Susman，　oP・dt・，　P・31・この呼称はデーヴィス（L．E．　Davis），カンター（R．R．　Can・
　ter），ホフマン（工Hoffman）によるものである。彼らは「職務設計過程」を，　a）個々の課業の
　明細規定，b）各課業の遂行方法の明細規定，　c）個々の課業の特定職務への結合という3つの活
　動からなるものととらえ，a）とc）は職務内容を決定するものであるが故に，これを「職務内容
　設計」（the　design　of　job　content）・＝「職務設計」と呼んでいる。これに対してb）は，「どのよ
　うにして職務が遂行されうるか」を示すもので「方法設計」と呼んでいる。cf．　L．E．　Davis，　R，R
　Canter　and　J．　Hoffman，“Current　Job　Design’，，　in　L　E　Davis＆J．C．　Taylor（ed，），　De・
　sign　of　Jobs，1972，　p．65－66．（近藤隆雄i監訳r新しい仕事の設計』建吊社，1978年，14－15頁
　参照。
（4）従って，テイラーの「科学的管理法」における「課業」概念とは異なる。そこでの「課業」と
　は「作業標準」，つまり一定時間内に遂行すべき労働の質ならびに量に関係する。
⑤　「機械的世界観というのは，人間条件改善に対する合理的方法適用への確信によって特微づけら
　れる。……それはまた，いかなる人間観察者とも別個に存在する世界，つまり，正しい分析手法
　が部分の相互関連様式を発見しうるような形で整i序されている有限の部分集合（a丘nite　set　of
　parts）からなる世界およびこうした部分のそれぞれの活動についての知識を合成すれぽ，全体を
説明できるような世界，こうした世界への確信によって特徴づけられる。」G．1．Susman，　op．　cit．，
　P．24．
⑥　「有機的世界観においては，進歩ではなく調和と均衡が人間活動の基本目的である。……知識
　は永遠なるものおよび神と人間の関係をよりよく理解することを目ざす熟考（contemplation）
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　と啓示（revealation）によって獲得される。神もしくは類似の概念があらゆる知識の源泉である。
　……機械的世界観は今や衰えかけており，有機的世界観が再出現しつつある……」G．1．Susman，
　op，　cit．，　pp．24－25．サスマンによれぽ，これを生産活動の分析に適用すれば，「有機的世界観」
　とは「クラフトマンシップの思想」（the　ideals　of　craftmanship）に対応する。サスマソはこれ
　と「社会・技術システム設計」をむすびつけている。わが国でも石井修二氏は，すでに早くから
　「社会・技術システム論」の主張が「中世職人労働の世界」にその原型を求めうることを主張し
　ている。石井修二稿「産業民主主義と社会一技術システム論」組織科学voL　16，　No．1，1982，
　詳しくは「産業民主主i義について」駒沢大学r経済学論集』第8巻第3号，1976年，を参照され
　たい。
（7）GI．　Susman，　oP，　cit．，　P．　31．
（8）G．1．Susman，　oP．　cit．，　PP．33－34．
（9）この点，サスマン自身認めている。cf．　G．L　Susman，　op．　cit．，　p．136．
㈹　ケリー（J．Kelly）は「職務拡大」を「テイラーリズムの現代的適用」（a　contemporary　appli－
　cation　of　Taylorism）とみなしている。　cf．　J．　Kelly，　Scienti丘c　Management，　Job　Redesign
　and　Work　Performance，1982．
⑪　G．r　Susman，　op．　cit．，　pp．107－108．
⑰　GI．　Susman，　op．　cit．，　P．91．
㈱　GI．　Susman，　op．　cit．，　p．185－186．
a4），α5）　G．1．　Susman，　oP．　cit．，　P．187．
⑯　GI．　Susman，　op．　cit．，　p．189．
働，⑬，⑲　G．1．Susman，　op．　cit，　P．182．
⑳　前節の議論よりすれば，このように「自動化設備のモニター」という課業の相互依存性タイプ
　は「交互的」であるはずであるのに，サスマンは，この場合には「間接的」もしくは「同時的」
　である，と述べている。cf，　G．1．　Susman，　op．　cit．，　p．182．
（2D　G．1．　Susman，　op。　cit．，　p．183．
⑫　G．1．Susman，　op．　cit．，　pp．118－119．
⑳　GI．　Susmごn，　op．　cit．，　p．　189．
⑳　GI，　Susman，　op．　cit．，　p．18L
㈱　cf．　F．E．　Emery＆EL．　Trist，　Towards　a　Social　Ecology，1973．
㈱，⑳，㈱，⑳　GI，　Susman，　op．　cit．，　p．　185．
㊤①　GI．　Susman，　op．　cit．，　p．186．
（3D　G．1．　Susman，　ep．　cit．，　p．187．
⑳　GI．　Susman，　op．　cit．，186．
v　r社会・技術システム設計」と「連続的装置生産システム」
前節では，「伝統的職務設計」が，不確実性の低い作業集団課業環境を与件
として理論が組み立てられているのに対して，「社会・技術システム設計」は，
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逆に作業集団環境の高度の不確実性の存在を前提として，この不確実性を処理
するメカニズムを，作業集団構造のなかにビルト・インしようとするものであ
ることを確認した。では，この「社会・技術システム設計」が与件としている
高度の環境不確実性ないし変動性の発生は，具体的にはいかなる生産システム
と結びつくのであろうか。私は以下において，この点を「自動化」技術の進展
一連続的装置生産一に求めて検討しようと思う。
　すでに，デーヴィス（L．E．　Davis）は，1960年代初頭において「自動化（auto・
mation）が職務設計に及ぼす諸影響」を検討する（Dなかで，「自動化」技術（2）の
進展そのものが晴報処理」を中心とする新しい職務，具体的には監視（mon・
it・ring），規制（regulating），調整（adjusting），そして現場保守（sp・t　maintenance）
からなる，相対的に「自己規制的な職務」（self・controlled　jobs）を生み出し，そ
の結果「自動化されたシステムにおけるオペレーターは，伝統的生産システム
における……オペレーターに比較して，統合的システム（an　integrated　system）
における彼らの情報役割（information　roles）ゆえにより多くの影響力を行使し
うるように思える」と主張している③。そしてまた「自動化システムの下では
職務割当てにおける柔軟性（flexibility）が決定的に重要である」とも主張し，「自
動化」技術の下で効果的パーフォーマンスを実現するためには「職務保有者の
技能，職務知識，責任が拡大される」べきことを強調するのであるc4）。
　このような考え方は，周知のブラウナー（R．Blauner）の「連続的装置生産技
術は分業と専門化の増大への歴史的傾向を逆転させる」という結論とも一致す
る（5）。　ブラウナーは，連続的生産技術体系の下で生み出される新しい職務一
監視や工程制御一は，労働の質の激的な改善と疎外の減少に導くものと考え
ている。
　こうして生み出される職務が「労働のグレード・アップ」（upgrading　of　work）
なのか，あるいは依然として「労働の衰退」（deg弘ading・f　work）tlこ通ずるのか
という論議を別にして，いずれにせよデーヴィスやブラウナーらは「自動化」
生産システムの進展そのものが労働内容の変更をもたらし，これがオペレータ
ーにより多くの「自律化」と「責任」を与えるものと考えている。
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　なぜ，このことが要請されるのかという理由は，トリストが最も明白に指摘
している。つまり，彼によれぽ「資本集約的・連続生産プラントが許容可能な
誤差の量（the　amount　of　error）は，労働集約的，非連続的技術に基礎を置いて
いるプラントと比べてわずかである。これに対する明白な経済的理由が存在す
る。っまり，作業停止（work・stoppages）は，それが能力不足ないし不注意によ
る機械の故障から生ずるのであろうと，悪い労使関係や外的圧力といった労働
問題から生ずるのであろうと，いずれにせよ非常に犠牲が大きいのである。
……ｾらかなことは自動化されたプラントが自動的に仕事をするものではない
ことである。……自律的作業集団は情報技術に適合し，それとr指示的に相関
づけ』られている組織パラダイムであるように思われる。技術の進展それ自体
がフレデリック・テイラーの世界を破壊したのである。」（6）
　ここで見逃されえない点は，「社会・技術システム設計」の代表的論者自身
によって，生産技術の進展それ自体が作業組織の変更，すなわち「作業集団の
自律性」をもたらしたものであることを主張している点である。
　この点はサスマンにあっても同じである。彼は南カリブォルニアにある石油
精製所のフィールド・スタディ（7）において「連続的流れ生産」（continu・us　flow
pr・duction）における作業組織を検討し，「自動化」の進展が「作業集団の自律
性」に及ぼす影響を論じている。
　サスマンによれぽ，「連続的流れ生産においては，オペレーターの技能は感覚
運動的（sensorimotor）や操作的（manupulative）というよりは，観察的（observa－
tional）かつ解釈的（interpretive）である。さらにチームの同僚，監督者やスタ
ヅフと彼との相互作用は，原材料の変換というよりはむしろ迅速な情報交換の
必要性にもとついている。新たに生み出される要件（requirements）とは別々の
活動にきちんと分割可能ではない。・…・・厳格な職務記述は仕事の効果的かっ能
率的な達成のための障害となる。」⑧こうして，彼は「自動化は職務分類（iob
classi丘cations）間の技能差異の平準化をもたら」し，さらに「構成員間の相互依
存性によって……製品の量と質とに対する個人的貢献を測定することが著しく
困難」となるのであり，この生産システムにおいては「集団評価制度（group
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evaluati。n　system）がパーフォーマンス測定のためのより効果的手段である」こ
とを確認している（9）。そしてこのような生産システムから生ずる「高度の不確
実性」という条件の下で活動する作業集団は，a）「条件つきで自律的」（condi・
tionally　autonomous）であり，　b）多能工的労働者からなることを明らかにして
いるのである⑩。
　以上の検討よりすれぽ，「社会・技術システム設計」の主張する「組織選択」
（organizational　ch。ice）tlこっいても疑問の余地が存在する。「組織選択」なる概
念は，「等結果性」という「開放的システム」の有する特質，つまり「定常状
態」は，異なる初期条件からさまざまな方法で達成されうるという特質から説
明されているが，元来はトリストらによって行われた「炭鉱研究」において，
「同一生産技術」（「長壁法」）の下で，「相異なる作業組織」（「伝統的」〔conven・
tional〕と「混成的」〔composite〕）が共存していることを「発見」したことを基礎
にしていた。しかし，ここで見落されえない点は，この「炭鉱研究」は「あら
ゆる条件下で観察された混成長壁法があらゆる測定基準にもとついて伝統的長
壁法よりもよりよいパーフォーマンスを示すことを明らかにしている」のであ
るao。つまり，なるほど同一生産技術の下でいくつかの作業組織の存在は認め
られたとしても，ここに成果変数を導入して「適合性」を検証すれぽ，技術と
作業組織との関係をめぐって有効性のハイラーキーが明らかにされているので
ある。r社会・技術システム設計」は「技術決定論」を鋭く批判しながらも，
これを乗り越えるものではないのであるa2｝。
　さて，この「組織選択」の主張と結びついて，これまで「社会・技術システ
ム設計」の主張する「自律的作業集団」は，これが非常に広範な生産技術の下
でも有効であると主張されてきた。事実，これまでこの「自律的作業集団」が
適用されてきた産業は多岐にわたって分散しているのである⑬。これまで「自
律的作業集団」適用産業としては炭鉱，紡績，化学，食品，ガラス，製紙，金
属加工，公共輸送，照明組立てが知られているa4。けれども，ケリー（∫．E．　Kelly）
によれば，これらの産業は一見すると，非常に多様であるかのようにみえなが
らも，最後の組立作業を除けぽ，これらの産業は「労働集約的」というよりは
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「資本集約的」であり，これらの生産は「連続的もしくは準・連続的装置生産」
（acontinuous　or　semi・continuous　process　production）を基礎としており，「高度の
製品もしくは工程不確実性」によって特質づけられる。さらに，連続的かつ予測
しえない変動性は，これらの産業では原材料それ自体（炭鉱，紡績，肥料，線材，
公共輸送）か，あるいは生産工程（化学，肥料，製紙）において生ずるas。このよ
うな生産システムにおいて決して正確に予測しえないものは生産工程における
「短期的かつ瞬間的な変化」（the　short・term　and　momentary　changes）であって，
この矯正のためにはオペレーターによる迅速な介入が必要である。
　こうして，ケリーは「社会・技術システム論」の意義を「科学的管理法の教
義が経済的に有効ではなくなる制約条件一高度の製品もしくは工程不確実性
一を発見した」㈹ことに求めて，以下のように述べている。すなわち，「自律的
作業集団の創造は，そのようなr変動性』が可能なかぎり発生箇所に近いとこ
ろで制御されうることが意図されている。これが会社にとって効率的であり，
従業員に対しては満足を与えるものと考えられている。私はこうしたケースに
おける変動性（あるいは「不確実性」）の存在は，個人をベースとする正確な労働
負荷の配分をきわめてむずかしくしているヒとを示竣している。一部の労働者
はきわめてハードな作業に追い立てられているのに，他の労働者は『リラック
スしている』。F・W・テイラー流の義務と労働負荷の正確な特定化は，こう
して実現しえないのである。社会・技術システム論研究者が発見した解決策
は，決定的な分析・行為単位として個人から集団への転換をもたらし，そのこ
とによって生産において生ずる変動性を作業集団構成員間に均等に配分しよう
とするものであった。」an
　このようなケリーの主張は，本稿において主にサスマンの所論を検討するな
かで確認した点と一致している。
　こうして，「社会・技術システム設計」の意義は，第2次大戦以降の「技術
革新」に伴って新たに出現した「高度の不確実性（ないし変動性）」という限ら
れた条件の下で，個人をベースとした労働負荷や義務の厳密な割当てを主張す
る「伝統的職務設計」に代わる新しい作業組織モデルを提示したことに求めら
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れるであろう。
（1）「自動化」技術が労廓内容に及ぼす影響をもっと早く注目し「これまでになされたなかで最大
　の労働力のグレード・アップ」（the　greatest　upgrading　of　the　labor　force　ever　seen）と指
　摘したのはドラッカー（P．F．　Drucker）であった。　cf．　P．F．　Drucker，“Integration　of　People
　and　Planning，”Harvard　Business　Review，　XXXIII（May・∫une），1955，　p，38．
②　デーヴィスは「自動化」技術を3つのタイプに分類して論じている。つまり，1）自動制御装
　置・連続的流れ生産，2）数値制御生産機械システム，3）集中遠隔制御センターを用いる自動化
　システムがこれである。cf．　LE　Davis，“The　Effects　of　Automat三〇n　on　the　Job　Design，”
　Industrial　Relations，　vol．2，1962，　p．58，
（3）　LE　Davis，　oP．　cit．，　P．59．
（4）LE　Davis，　op．　cit．，　p．62，およびp．71．
（5）R．Blauner，　Alienation　and　Freedom，1964，　p．143．（佐藤慶幸監訳r労働における疎外と
　自由』新泉社，1971年，276頁）
（6）EL　Trist，“A　social－technical　critique　of　scientific　management，”in　M　Lockett＆
　RSpear（ed．），　Organizations　as　Systems，1980，　pp．63－64．
（7）このフィールド・スタディは元来「自律的作業集団」における成員の地位（status）と課業割
　当て（task　allocation）との関係を究明するために実施されたものであった。　cf．　G．1．　Susman，
　“The　Concept　of　Status　Congruence　as　a　Basis　to　Predict　Task　Allocations　in　Autono・
mous　Work　Groups，”Administrative　Science　Quarterly，　vol，15，　No，2，1970．
（8）G．1．Susman，“The　Impact　of　Autσmation　on　work　Group　Autonomy　and　Task　Speci・
　ailization，　op。　cit，，　p．567．
（g）G．L　Susman，　Ibid．，　p．575．
⑩　G．1．Susman，　Ibid．，　p．570，
　付録：表一2　　　　　　　　職務再設計技術適用産業の範囲
E業職鞠設計毬 フローライン再組織＊f”1（Flowline　reorganization）1　　フレキシブル作業集団＊－2　　（Flexible　work　groups）
舗鰐轡輩紐化学，1
電器，車両，製靴
1 1 31
1
保険，小売り，輸送，
通信
工作機械，楽器，家具，
その他 ????
36
10
11
1 20
1 10
1
58
14
i 75
　※－1　通常は，「職務拡大」と呼ばれる。
※－2　通常は，「自律的作業集団」と呼ばれる。
出所：J．E．　Kelly，　Scieti丘c　Management，　Job　Redesign　and　Work　Performance，1982，　P．141．
（ID　J．E．　Kelly，“A　Reappraisal　of　Sociotechnical　Systems　Theory，”Humap　Relations，
　vol，31，　no，12，　1978，　P．1094．
働　この点の詳細な検討，とくに社会・技術システム論とウッドワード理論との関係は，拙稿「ソ
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　シオ・テクニカル・システム論」，村田稔編著r経営社会学』第4章所収，近刊を参照されたい。
⑬　ケリーによれぽ，「科学的管理の原則と実践」の延長線上にある「フ壱一ライン再組織」（「職
　務拡大」）が比較的少数の産業部門に集中し，電器（electrical　engineering）だけで62％を占め
　るのに対し，「フレキシブル作業集団」（「自律的作業集団」）の適用産業が分散していることを確
認している（付録：表一2参照）。J．E　Kelly，　Scientific　Management，　Job　Redesign　and　Work
　Performance，1982，　p．141．
⑭　これらの産業は，ケリーによれば全ケースの41％を占める。しかし，彼は「自律的作業集団」
　が家具生産，車両，保険，電器といった状況において，つまり義務と作業負荷の不均等性が存在
　しない状況においても適用されたことを認めてはいるが，「しかしながら，しぼしぽこの問題に
　関して判断を行うためには不十分なデータしか存在しない。要するに，労働力のフレキシビリテ
　ィは生産性を向上させるに際して，重要な要因ではなかったことは示唆できる。」J．E．　Kelly，
　Ibid．，　p．143．
㈲　J．E．　Kelly，‘‘A　Reappraisal　of　Sociotechnical　Systems　TheQry”，　op．　cit．，　p．1081．
⑯　J．E．　Ke11y，　Ibid．，　p．1083．
⑰　J．E　Kelly，　Ibid．，　p．1082．
M　むすびに
　以上，本稿は主にサスマソの所論を中心にこれに検討を加え，作業集団の直
面する課業環境の性質と，それが作業組織編成に与える諸影響を論じてきた。
その場合，本稿においては作業集団の直面する課業環境は，簡単にいえば境界
取引不確実性と変換不確実性の，上位レベルによる削減可能性を基礎として4
つのセルからなるものととらえられ，さらに，この環境条件と意思決定の配分
をめぐっても検討が行われた。
　また「伝統的職務設計」は，作業集団課業環境をセル1と仮定し，またセル
1条件に近づけようとする（作業集団活動のプログラミングを通して）ものであっ
た。つまり，ここではきわめて低い環境不確実性しか前提とされていないので
あるが，しかし逆に，このような状況下ではいまだ有効性をもちうるものであ
ることが明らかにされた。
　これに対して，「社会・術術システム設計」は，高度の環境不確実性を与件
とし，この不確実性を処理するメカニズムを作業集団構造にビルト・インしよ
うとするものであることが確認された。
　「社会・技術システム設計」も「伝統的職務設計」も，両者が想定する作業
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集団環境条件は異なっている。こうして，いずれの理論も「一般的適用可能
性」をもちえないにしても，限られた条件の下では，いまだに「唯一最善の方
法」である。
　以上の検討により，以下の命題が定式化されうる。すなわち，
　作業集団の直面する課業環境の不確実性が低い状況においては，「伝統的職
務設計」が経済的合理性の観点から有効性をもちうるが，逆に環境不確実性の
高い状況においては，経済的合理性の観点から「社会・技術システム設計」が
有効的である。
　これは「条件適応理論」の命題とも基本的に一致している。
　本稿は，また環境不確i実性の問題と生産技術との関係についても検討し，と
くに「連続的装置生産」技術における高度の不確実性・変動性の発生可能性を
明らかにしてきたが，サスマンの所論の検討から，暗示的ではあるにせよ，「単
品生産」技術と高い不確実性，「大量生産」技術と低い不確実性が，それぞれ
結びつくことも明らかになった。しかし，幾度となく強調してきたように「大
量生産」技術ないし低い不確実性の下での「伝統的職務設計」の有効性という
主張においても，「職務拡大」と「ジョッブ・ローテーション」の導入は，こ
れと何ら理論的に抵触するものではなく，むしろ，現代の生産状況にあっては，
このような「科学的管理法」の「現代版」としての意味を有する方策の導入こ
そが，この環境条件下においては経済的合理性追求の観点から要請されること
が明らかにされた。　　　　　　　　　　　　　　　　　一以上一
〔追記〕　本稿は，明治大学社会科学研究所・総合研究プロジェクト「産業政策の新展
　　開と産業民主主i義の企業内的展開に関する国際比較研究」の研究成果の一部で
　　ある。
